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(11) 介護職員処遇改善加算の取扱い 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２(８)を参照のこと。 

(12) その他の取扱い 

前記以外の基本的な取扱いについては、通所リハビリテーションの取扱方針に従うこととす

る。 

７ 介護予防短期入所生活介護費 

（１） 指定介護予防短期入所生活介護費を算定するための基準について 

介護予防短期入所生活介護費は、厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27 年厚生労働省告示

第 96 号。以下「施設基準」という。）第 73 号に規定する基準に従い、以下の通り、算定する

こと。 

イ～ハ （略） 

ニ 施設基準第 73 号において準用する第 10 号ニに規定する介護予防短期入所生活介護費 

介護予防短期入所生活介護が、ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修し

た居室であって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものに限

る。）（「ユニット型個室的多床室」という。）の利用者に対して行われるものであること。 

（２） （略）  

（３） 併設事業所について 

① （略） 

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに人員基準欠如・夜勤

を行う職員数による所定単位数の減算については、本体施設と一体的に行うものであること。

より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下（３）、(８)及び(13)

において同じ。）の併設事業所の場合は、指定介護老人福祉施設の入所者数と介護予防短

期入所生活介護の利用者数を合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員

又は看護職員の配置数を算定すること。介護予防短期入所生活介護事業者が短期入所生活

介護事業者の指定の区分を明確化して指定を受けている場合は、それぞれの施設の利用者

数を合算して算定する。 

併せて指定を受けている場合にあっては、介護予防短期入所生活介護事業及び短期入所

生活介護事業の利用者数を算定する。 

例えば、前年度の平均入所者数 70人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数 20

人の介護予防短期入所生活介護事業所（短期入所生活介護事業を併せて指定されている場

合。以下この②において同じ。）が併設されている場合は、併設型介護予防短期入所生活

介護費（Ⅰ）（３：１の人員配置に対応するもの）を算定するために必要な介護職員又は

に送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならない。この場合の具体的な例及び記録につ

いては、通所介護と同様であるので老企第 36 号７の(14)②を参照されたい。 

(８) 介護職員処遇改善加算の取扱い 

２(８)を参照のこと。 

(９) その他の取扱い 

前記以外の基本的な取扱いについては、通所介護・通所リハビリテーションの取扱方針に従

うこととする。 

８ 介護予防短期入所生活介護費 

（１） 指定介護予防短期入所生活介護費を算定するための基準について 

介護予防短期入所生活介護費は、厚生労働大臣が定める施設基準（平成 27 年厚生労働省告示

第 96 号。以下「施設基準」という。）第 73 号に規定する基準に従い、以下の通り、算定する

こと。 

イ～ハ （略） 

ニ 施設基準第 73 号において準用する第 10 号ニに規定する介護予防短期入所生活介護費 

介護予防短期入所生活介護が、ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修し

た居室であって、居室を隔てる壁について、天井との間に一定の隙間が生じているものに限

る。）（「ユニット型準個室」という。）の利用者に対して行われるものであること。 

（２） （略）  

（３） 併設事業所について 

① （略） 

② 併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに人員基準欠如・夜勤

を行う職員数による所定単位数の減算については、本体施設と一体的に行うものであること。

より具体的には、 

イ 指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下（３）及び(６)にお

いて同じ。）の併設事業所の場合は、指定介護老人福祉施設の入所者数と介護予防短期入

所生活介護の利用者数を合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員又は

看護職員の配置数を算定すること。介護予防短期入所生活介護事業者が短期入所生活介護

事業者の指定の区分を明確化して指定を受けている場合は、それぞれの施設の利用者数を

合算して算定する。 

併せて指定を受けている場合にあっては、介護予防短期入所生活介護事業及び短期入所

生活介護事業の利用者数を算定する。 

例えば、前年度の平均入所者数 70人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数 20

人の介護予防短期入所生活介護事業所（短期入所生活介護事業を併せて指定されている場

合）が併設されている場合は、併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）（３：１の人員

配置に対応するもの）を算定するために必要な介護職員又は看護職員は合計で 30人であり、

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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看護職員は合計で 30 人であり、必要な夜勤を行う職員の数は４人であること。 

なお、ユニット型同士が併設する場合は、指定介護老人福祉施設のユニット数と介護予

防短期入所生活介護事業所のユニット数を合算した上で、夜勤職員の配置数を算定するこ

と。例えば、３ユニットの指定介護老人福祉施設に、１ユニットの介護予防短期入所生活

介護事業所が併設されている場合は、２のユニットごとに夜勤職員を１人以上配置するこ

とが必要であることから、必要な夜勤職員数は２人であること。 

また、ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は、利用者の処遇に支障がな

く（災害が起こった際にも利用者の安全が確保できる等）、夜勤職員１人あたりの指定介

護老人福祉施設の入所者数と介護予防短期入所生活介護事業所の利用者数の合計が 20人以

下である場合には、指定介護老人福祉施設と介護予防短期入所生活介護事業所の夜勤職員

の兼務が認められるものであること。例えば、３ユニットで入居者数 29人のユニット型指

定介護老人福祉施設に、利用者数３人の多床室の介護予防短期入所生活介護事業所が併設

されている場合は、必要な夜勤職員数は２人であること。 

ロ （略） 

(４) 特別養護老人ホームの空床利用について 

① （略） 

② 注 12 により、施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出は、本体施設である特別養護老

人ホームについて行われていれば、介護予防短期入所生活介護については行う必要がないこ

と。 

(５) 生活相談員配置等加算について 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、常勤換算方法で１名以上配置する必要

があるが、共生型介護予防短期入所生活介護の指定を受ける障害福祉制度における指定短期

入所事業所（本体施設が障害者支援施設である併設事業所及び空床利用型事業所に限る。以

下この号において同じ。）に配置している従業者の中に、既に生活相談員の要件を満たす者

がいる場合には、新たに配置する必要はなく、兼務しても差し支えない。 

なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置している場合は、その曜日

のみ加算の算定対象となる。 

② 地域に貢献する活動は、「地域の交流の場（開放スペースや保育園等との交流会など）の

提供」、「認知症カフェ・食堂等の設置」、「地域住民が参加できるイベントやお祭り等の

開催」、「地域のボランティアの受入や活動（保育所等における清掃活動等）の実施」、「協

議会等を設けて地域住民が事業所の運営への参画」、「地域住民への健康相談教室・研修会」

など、地域や多世代との関わりを持つためのものとするよう努めること。 

③ なお、当該加算は、共生型介護予防短期入所生活介護の指定を受ける指定短期入所事業所

においてのみ算定することができるものであること。 

(６) 生活機能向上連携加算について 

必要な夜勤を行う職員の数は４人であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ （略） 

(４) 特別養護老人ホームの空床利用について 

① （略） 

② 注９により、施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出は、本体施設である特別養護老

人ホームについて行われていれば、介護予防短期入所生活介護については行う必要がないこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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① 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業

所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200

床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないもの

に限る。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この（６）において「理

学療法士等」という。）が、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所を訪問し、当該事業

所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練

指導員等」という。）と共同してアセスメント、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能

訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、日

常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における

疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

② ①の個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載

しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当す

る介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよ

う、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、

個別機能訓練計画に相当する内容を介護予防短期入所生活介護計画の中に記載する場合は、

その記載をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。また、個

別機能訓練加算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと。 

③ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適

切に提供していること。 

④ 個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定介護

予防短期入所生活介護事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練

指導員等が利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状

況等を説明し記録するとともに、必要応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

⑤ 各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確

認の上、理学療法士等から必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上が

り、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服

薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

⑥ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

(７) （略） 

(８) 機能訓練指導員の加算について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)  （略） 

(６) 機能訓練指導員の加算について 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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注６の機能訓練指導員に係る加算については、専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導

員が配置されることがその要件であることから、併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼

務している者については、たとえ常勤の職員であったとしても加算の算定要件は満たさないこ

とに留意すること。ただし、利用者数（指定介護老人福祉施設に併設される介護予防短期入所

生活介護事業所又は空床利用型の介護予防短期入所生活介護事業所においてはその本体施設の

入所者数を含む。）が 100 人を超える場合であって、別に専ら当該業務に従事する常勤の機能

訓練指導員が配置されているときは、その他の機能訓練指導員については、「常勤換算方法で

利用者の数を 100 で除した数以上」という基準を満たす限りにおいて、併設の通所介護事業所

の機能訓練指導員を兼務して差し支えないこと。例えば、入所者数 100 人の指定介護老人福祉

施設に併設される利用者数 20 人の介護予防短期入所生活介護事業所において、２人の常勤の機

能訓練指導員がいて、そのうちの１人が指定介護老人福祉施設及び介護予防短期入所生活介護

事業所の常勤専従の機能訓練指導員である場合にあっては、もう１人の機能訓練指導員は、勤

務時間の５分の１だけ指定介護老人福祉施設及び介護予防短期入所生活介護事業所の機能訓練

指導員の業務に従事し、その他の時間は併設の通所介護事業所の機能訓練指導員の業務に従事

するときは、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介護及び介護福祉施設サービスの機能

訓練指導員に係る加算の全てが算定可能となる。 

(９) 個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あ

ん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有す

る機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限

る。）（以下(９)において「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計画に基づき、介護

予防短期入所生活介護事業所を計画的又は期間を定めて利用する者に対して、計画的に行っ

た機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

②～⑧ （略） 

⑨ 注６の機能訓練指導員の加算を算定している場合であっても、別途個別機能訓練加算に係

る訓練を実施した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定できるが、この場合に

あっては、注６の機能訓練指導員の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練

加算に係る機能訓練指導員として従事することはできず、別に個別機能訓練加算に係る機能

訓練指導員の配置が必要である。また、個別機能訓練加算は、心身機能への働きかけだけで

なく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃除等）などの活動への働

きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身機能、活動、

参加といった生活機能にバランスよく働きかけるものである。なお、当該加算の目的・趣旨

に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知するところによるものとする。 

(10)・(11) （略） 

注３の機能訓練指導員に係る加算については、専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導

員が配置されることがその要件であることから、併設の介護予防通所介護事業所の機能訓練指

導員を兼務している者については、たとえ常勤の職員であったとしても加算の算定要件は満た

さないことに留意すること。ただし、利用者数（指定介護老人福祉施設に併設される介護予防

短期入所生活介護事業所又は空床利用型の介護予防短期入所生活介護事業所においてはその本

体施設の入所者数を含む。）が 100 人を超える場合であって、別に専ら当該業務に従事する常

勤の機能訓練指導員が配置されているときは、その他の機能訓練指導員については、「常勤換

算方法で利用者の数を 100 で除した数以上」という基準を満たす限りにおいて、併設の介護予

防通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務して差し支えないこと。例えば、入所者数 100 人の

指定介護老人福祉施設に併設される利用者数 20人の介護予防短期入所生活介護事業所におい

て、２人の常勤の機能訓練指導員がいて、そのうちの１人が指定介護老人福祉施設及び介護予

防短期入所生活介護事業所の常勤専従の機能訓練指導員である場合にあっては、もう１人の機

能訓練指導員は、勤務時間の５分の１だけ指定介護老人福祉施設及び介護予防短期入所生活介

護事業所の機能訓練指導員の業務に従事し、その他の時間は併設の介護予防通所介護事業所の

機能訓練指導員の業務に従事するときは、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介護及び

介護福祉施設サービスの機能訓練指導員に係る加算の全てが算定可能となる。 

(７) 個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又は

あん摩マッサージ指圧師（以下(９)において「理学療法士等」という。）が個別機能訓練計

画に基づき、介護予防短期入所生活介護事業所を計画的又は期間を定めて利用する者に対し

て、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）について算定する。 

 

 

 

②～⑧ （略） 

⑨ 注３の機能訓練指導員の加算を算定している場合であっても、別途個別機能訓練加算に係

る訓練を実施した場合は、同一日であっても個別機能訓練加算を算定できるが、この場合に

あっては、注３の機能訓練指導員の加算に係る常勤専従の機能訓練指導員は、個別機能訓練

加算に係る機能訓練指導員として従事することはできず、別に個別機能訓練加算に係る機能

訓練指導員の配置が必要である。また、個別機能訓練加算は、心身機能への働きかけだけで

なく、ＡＤＬ（食事、排泄、入浴等）やＩＡＤＬ（調理、洗濯、掃除等）などの活動への働

きかけや、役割の創出や社会参加の実現といった参加への働きかけを行い、心身機能、活動、

参加といった生活機能にバランスよく働きかけるものである。なお、当該加算の目的・趣旨

に沿った目標設定や実施内容等の項目等については、別に通知するところによるものとする。 

(８)・(９)  （略） 

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 
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(12) 療養食加算 

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治

療の直接手段として発行された食事箋に基づき、利用者等告示に示された療養食が提供され

た場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている必

要があること。 

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づい

て提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、

腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛

風食及び特別な場合の検査食をいうものであること。 

③～⑩ （略） 

(13) 認知症専門ケア加算について 

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要

とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すも

のとする。 

② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が 1/2 以上の算定方法は、算定日が属する月

の前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数（要介護者を含む）の平均で算定すること。

また、届出を行った月以降においても、直近３月間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上

の割合につき、毎月継続的に所定の割合以上であることが必要である。なお、その割合につ

いては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の

届出を提出しなければならない。 

③ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」

（平成 18 年３月 31 日老発第 0331010 号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者

等養成事業の円滑な運営について」（平成 18 年３月 31 日老計第 0331007 号厚生労働省計画課

長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を指すものとする。ただし、平成 31年

３月 31 日までの間にあっては、「認知症介護に係る専門的な研修を修了している者」とある

のは、認知症介護実践リーダー研修の研修対象者（認知症介護実践者等養成事業実施要綱（平

成 21 年３月 26日老発第 0326003 号。以下「要綱」という。）４（１）③イに掲げる者）に該

当する者であって、かつ、平成 30 年９月 30 日までの間に当該研修の受講の申し込みを行っ

ている者を含むものとする。 

④ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護

指導者研修」を指すものとする。ただし、平成 31 年３月 31 日までの間にあっては、「認知症

介護の指導に係る専門的な研修を修了している者」とあるのは、認知症介護指導者研修の研

修対象者（要綱４（５）③において都道府県等から推薦を受けた者又は介護保険施設・事業

所等の長から推薦を受けた者）に該当する者であって、かつ、平成 30 年９月 30 日までの間

(10) 療養食加算 

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治

療の直接手段として発行された食事せんに基づき、利用者等告示に示された療養食が提供さ

れた場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている

必要があること。 

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づ

いて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、

腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛

風食及び特別な場合の検査食をいうものであること。 

③～⑩ （略） 

（新設） 
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に当該研修の受講の申し込みを行っている者を含むものとする。 

⑤ 併設事業所及び特別養護老人ホームの空床利用について 

併設事業所であって本体施設と一体的に運営が行われている場合及び特別養護老人ホーム

の空床を利用して指定介護予防短期入所生活介護を行う場合の認知症専門ケア加算の算定

は、本体施設である指定介護老人福祉施設と一体的に行うものとすること。具体的には、本

体施設の対象者の数と併設事業所の対象者の数（特別養護老人ホームの空床を利用して指定

介護予防短期入所生活介護を行う場合にあっては、当該指定介護予防短期入所生活介護の対

象者の数）を合算した数が 20 人未満である場合にあっては、１以上、当該対象者の数が 20

人以上である場合にあっては、１に、当該対象者の数が 19 を超えて 10 又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上の③又は④に規定する研修を修了した者を配置している場合に

算定可能となる。 

(14)・（15） （略） 

８ 介護予防短期入所療養介護費 

(１) 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護 

① （略） 

② 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設介護予防短期入所

療養介護費(ⅰ)又は(ⅲ)を算定する介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護に

ついて 

イ 所定単位数の算定区分について 

当該介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護について、適用すべき所定単

位数の算定区分については、月の末日において、それぞれの算定区分に係る施設基準を満

たさない場合は、当該施設基準を満たさなくなった月の翌々月に変更の届出を行い、当該

月から、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設介護予防

短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅱ)又はユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所

療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは

(ⅱ)を算定することとなる。（ただし、翌月の末日において当該施設基準を満たしている

場合を除く。） 

ロ 当該基本施設サービス費の算定根拠等の関係書類を整備しておくこと 

ハ 当該介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護に係る施設基準について 

ａ 施設基準第 76 号において準用する施設基準第 14 号イ(１)(七)Ａの基準における居宅

とは、病院、診療所及び介護保険施設を除くものである。また、この基準において、算

定日が属する月の前６月間における退所者のうち、居宅において介護を受けることとな

った者の占める割合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷（(ⅱ)に掲げる数－(ⅲ)に掲げる数） 

(ⅰ) 算定日が属する月の前６月間における居宅への退所者で、当該施設における入

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11)・(12)  （略） 

９ 介護予防短期入所療養介護費 

(１) 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護 

① （略） 

② 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設介護予防短期入所

療養介護費(ⅱ)又は(ⅳ)を算定する介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護に

ついて 

イ 所定単位数の算定区分について 

当該介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護について、適用すべき所定単

位数の算定区分については、月の末日において、それぞれの算定区分に係る施設基準を満

たさない場合は、当該施設基準を満たさなくなった月の翌々月に変更の届出を行い、当該

月から、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設介護予防

短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅲ)又はユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所

療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは

(ⅲ)を算定することとなる。（ただし、翌月の末日において当該施設基準を満たしている

場合を除く。） 

（新設） 

ロ 当該介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護に係る施設基準について 

ａ 施設基準第 76 号において準用する第 14 号イ(２)(一)の基準における理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学療法士等」という。）の適切な配

置とは、理学療法士等と医師、看護職員、支援相談員、栄養士、介護支援専門員等が協

力して在宅復帰に向けた施設サービス計画を策定できる体制を整備していることをい

う。 

ｂ 施設基準第 76 号において準用する第 14 号イ(２)(二)の基準における在宅とは、自宅

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発

第 0317001 号、老老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長通知） 
傍線の部分は改正部分 


